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研究成果の概要：都市のエネルギー消費および二酸化炭素排出量を高い精度で予測できるシミ

ュレーションモデルを開発し、それを用いて具体的に将来の都市・国土の二酸化炭素削減シナ

リオを策定した。家庭部門については大阪市および大阪府豊中市、中国上海市についてモデル

化を行い、また適用対象を我が国全体に拡大して 2025 年までの温室効果ガス削減シナリオを

示した。また、業務部門については大阪市および豊中市を対象に削減シナリオを示した。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 6,400,000 1,920,000 8,320,000 
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１．研究開始当初の背景 
 (1)地球温暖化による気温上昇を２℃程度
にとどめることを許容範囲とし、そのため
2050 年頃までに温暖化ガスの排出量を現在
の半分以下に削減することを京都議定書約
束期間以降の政策目標とすることが国際的
に合意されつつあり、我が国では大きな伸び
を示している民生部門の二酸化炭素排出量
の大幅な削減を達成するシナリオづくりが
大きな課題であった。建築や都市のエネルギ
ー消費・CO2 排出量を半減するためには、現
在の省エネルギー対策の単なる延長線上に
ない、大胆な都市・建築の転換が必要である。

また、機器レベルから都市インフラレベルま
でのエネルギーシステムの効率化やライフ
スタイルの転換など、様々な施策の組み合わ
せが必要不可欠であり、その際には各政策の
相乗効果や相反関係の考慮できるシミュレ
ーションツールが必要である。 
(2)本研究組織は、平成１５～１７年度科学
研究費基盤研究(B)「情報化・世帯構成変化・
機器効率・気象の影響を予測する都市エネル
ギー最終需要モデル」において都市民生部門
最終需要モデル（住宅部門、業務部門）を開
発し、都市や国土の温暖化対策シナリオを描
く準備が整いつつあった。 

研究種目：基盤研究（B） 

研究期間：2006～2008 

課題番号：１８３６０２７３ 

研究課題名（和文）バーチャル都市モデルによる持続可能な都市エネルギーシステム構築シナ

リオの策定   

研究課題名（英文）Scenario setting for sustainable urban energy system using virtual 

urban model. 

研究代表者 

下田 吉之（SHIMODA YOSHIYUKI） 

大阪大学・大学院工学研究科・教授 

 研究者番号：20226278 



 

 

 
２．研究の目的 
本研究では、都市民生部門エネルギー最終

需要モデル（住宅部門、業務部門）をベース
に、これらを更に高度化し、また地域熱供給
や太陽光発電、各種新技術のモデル化をおこ
なうことで、我が国の大都市（大都市として
大阪市、郊外都市として豊中市）において大
幅な二酸化炭素排出量削減を達成する建
築・都市のエネルギーシステム、ライフスタ
イル、建築ストックの状況を明らかにすると
共に、そこへいたる今後数十年の具体的かつ
網羅的なシナリオ（都市構造の変革、エネル
ギー需要技術・エネルギー変換技術の開発と
普及、ライフスタイルの変革、建築基準など
政策のありかた）を提示することを目的とす
る。 
 
３．研究の方法 
 住宅部門については、従来開発してきた民
生家庭部門エネルギー最終需要モデルを更
に高度化し、各種実測値との比較をおこなっ
て精度を高めるとともに、太陽光発電、コー
ジェネレーション、ヒートポンプ給湯器など
近年登場した各種の高効率エネルギーシス
テムについてのモデル化をおこなった。 

このモデルは都市・地域内における世帯を
世帯人員・世帯構成・住宅形式・住宅規模・
住宅熱性能の観点から詳細に類型化（図 1 の
例では 912 区分）し、各類型の世帯に対する
年間エネルギーシミュレーション結果を積
み上げて都市での民生家庭部門エネルギー
消費を推計するものである。また、主要家電
製品の効率及び住宅の熱性能を対象に、毎年
の製造製品平均性能の変化と出荷台数から、
予測対象年における平均性能を推計するス
トックモデルを別途開発し、エンドユースモ
デルの入力条件として整備した。 
モデルの計算フローについて、図 1に示す。 

 
 
 
 
 
４．研究成果 
 
 
 
 
 
図 1 家庭部門エネルギー最終需要モデル 

 
 業務部門については、2つのモデル化手法
について検討した。一つは、都市内に存在す
る建物をその規模や用途によって詳細に区
分し、それぞれの建物のエネルギー消費をシ
ミュレーションにより計算して積み上げる

いわゆる「建物類型モデル」であり、もう一
つは本研究で独自に開発した、都市をおよそ
500ｍ四方のメッシュで表現される「地区」
で分類し、その地区毎のエネルギー消費をモ
デル化して都市全体に積み上げる「地区類型
モデル」である。地区類型モデルにより、地
域冷暖房のような建物の連携によっておこ
なわれる対策を表現したり、地区の特性を根
本から変えるような大胆な土地利用転換シ
ナリオの評価が可能となった。 
 図 2 に、地区類型モデルのフローを、図 3
に、両モデルのベースとなる都市・建築シミ
ュレーションモデルのフローを示す。 

 
図 2 地区類型モデルのフロー 

 
図 3 業務部門シミュレーターのフロー 

 
なお、業務部門についてはその温暖化対策の
重要な技術である地域冷暖房について、その
エネルギー効率・温室効果ガス削減効果を将
来にわたって評価することを目的に、現在の
地域冷暖房システムをモデル化し、その建物
個別のシステムに対する省エネルギー性能
の定量的な評価と、地域の熱需要によるエネ
ルギー性能への影響、高効率冷凍機や高効率
のコージェネレーション等将来利用可能と
なる技術の導入による更なるエネルギー消
費効率の向上についてシミュレーションに
よる検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)大阪市を対象とした住宅部門評価 
 大阪市の住宅部門を対象として、各種の温
暖化対策評価をおこなった事例を図 4に示す。 
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図 4 大阪市家庭部門の評価例 
 
この事例ではエネルギー消費ベースの評価
に止まっているが、住宅・機器・ライフスタ
イルにわたる多種の対策の評価がシームレ
スにおこない得たことが特筆される。 
 
(2)大阪市を対象とした業務部門評価 
 大阪市の業務部門を対象として、機器や建
物の省エネルギー対策を進める省エネルギ
ーシナリオ、ある程度エネルギー消費密度の
高い地区を対象に地域冷暖房など高効率エ
ネルギーシステムを導入する CEM(Community 
Energy Management)シナリオ、各地区の土地
利用を転換し、できるだけ業務地区を集積化
する集積シナリオの３種についてその効果
を評価した。図 5に 2050 年頃の各シナリオ
による CO2削減効果の評価例を示す。 
 

図 5 大阪市業務地区に対する評価結果 
 
また、業務建築における温暖化対策の評価

の高度化を目的として建築ストックの集積
状況、省エネルギー手法の採用実態を調査 
するとともに、建築仕様、省エネルギー手法、
熱源システムなどの設備仕様、建築の使われ
方といった建築のエネルギー需要に大きな
影響を及ぼす要素の分布を反映し、都市スケ
ールでエネルギー需要を推計するモデルの
構築をおこない、関連データベースを整備し
た。 
 (3)豊中市を対象としたシナリオ評価 
 大阪府豊中市は大阪市の北西部に隣接し
た人口 38 万人の都市である。郊外住宅都市
における温暖化対策長期シナリオの策定例
を示すことを目的に、豊中市民生部門の温暖

化防止シナリオを、同市の建築ストック状況
などを詳細に評価することによりおこなっ
た。図 6に民生家庭部門、図 7に民生業務部
門について機器の効率向上(Step1)および建
物性能の向上(Step2)の追加対策を実施した
場合の 2050 年のシナリオ評価結果を示す。 

図 6豊中市エネルギー削減シナリオ(家庭) 

 
図７豊中市エネルギー削減シナリオ(業務) 
 
豊中市はニュータウン整備により業務建物
がセンター地区に集積しており、地域冷暖房
システム 1カ所の高効率化が豊中市業務部門
全体の３％のエネルギー消費削減に寄与す
ることが示された。 
 また、豊中市については、街区レベルでの
具体的な建物の転換による温暖化対策の実
現性を評価するため、木造戸建て密集地を対
象に、住宅・住民の現実的な動態を考慮した
温室効果ガス排出量変遷の予測シナリオを
評価した。 
 
(4)日本全体を対象とした家庭部門シナリオ 
 家庭部門を対象としたモデルを拡張し、我
が国のいろいろな都市の評価をおこなうこ
とを目標として、我が国の家庭部門エネルギ
ー消費に関する各種データベースの構築を
おこなった。 
 主要都市について、そのエネルギー消費原
単位をシミュレーションにより推計した結
果を図 8に示す。 
 また、これらを用いて、我が国家庭部門全
体のエネルギー消費および CO2排出量の 2025
年までの変化を予測し、追加的対策の効果に
対する評価をおこなった。結果を図 9に示す。
2025 年には 1990 年比 7.1%排出量が減少する。
また、1990 年から 2005 年、2005 年から 2025
年までの CO2 排出量変化に対する各要因の影
響を見たところ、1990 年から 2005 年までは
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主として世帯数の増加、機器普及率の増加が
CO2排出量を増大させ、2000 年から 2025 年ま
では、電力 CO2 排出原単位の他、住宅の熱性
能の向上と人口減少、家電機器効率の向上が
CO2 排出量の低下に寄与することが明らかと
なった。次に、(Step1)家電機器トップラン
ナー基準の強化、(Step2)新築住宅の省エネ
ルギー基準義務化、(Step3)高効率給湯器の
導入、(Step4)待機電力・保温電力の削減、
(Step5)集合住宅化の促進、(Step6)ライフス
タイルの改善、(Step7)太陽光発電の大量導
入の7つの追加的対策が2025年のCO2排出量
に及ぼす影響を検討した。結果として、図 1
に示すように太陽光発電以外では高効率給
湯器の導入(1990 年比 14％の削減)、待機電
力・保温電力の削減（同 9%の削減）が大きな
効果を及ぼし、これら 6 種の対策で 2025 年
には 1990 年比 41%削減が可能であること、太
陽光発電の大量導入を追加することにより、
売電が可能な状況では1990年比56%の削減が
可能となることを明らかとした。 

(5)中国上海市への適用 
本モデルの展開として、上海市の民生家庭

部門のエネルギー需要予測モデルを開発し、
現在から 2030 年までのエネルギー需要の予
測を行うとともに、断熱強化や家電製品、給
湯器の高効率化、太陽熱温水器の利用など複
数の技術とその組み合わせについて、技術の
普及によってもたらされるに省エネルギー
効果、CO2排出量削減効果を推計した。さらに、
省エネルギー技術の選択を通じた家庭部門
における低炭素型ストックの形成が将来の
エネルギー需要に与える影響を予測・推計し
た。この結果、建物の断熱強化策、家電製品
の高効率化、給湯器の置き換えなどの対策を
個別に実施した場合、エネルギー消費量の削
減効果は限定的であり、エネルギー消費の増
加を抑えるためには、各種手法を総合的に普
及させること必要があること、また、所得水
準に変化がなければエネルギー消費パター
ンに変化がないことを前提とした場合、2030
年までにエネルギー消費量は人口の増加に
よって 2006 年の水準から 30％から 40％増加
するのに対して、トップランナーエアコン、
次世代基準断熱、HP 給湯器の普及によりその
20%程度（2006 年比で 30%程度）の CO2排出量
が削減されることを明らかにした。 
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図 8 全国 20 都市用途別エネルギー消費原単位 
[GJ]（左：１人あたり、右：世帯あたり） 
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